
給食施設等使用貸借契約書 

 

 和歌山市（以下「甲」という。）と        （以下「乙」という。）は、令和 年 月 

日締結した業務委託契約に基づき、次のとおり使用貸借契約を締結する。 

 （使用貸借物件） 

第１条 甲は、次に掲げる施設等を乙に無償で使用させるものとする。 

（１）和歌山市立新南・小倉・太田・雑賀崎小学校 

ア 給食施設 

イ 給食設備 

ウ 給食機器 

エ 什器 

オ 電力、ガス及び上水道 

カ 食材 

２ 乙は、施設等を善良な管理者の注意をもって使用し、管理するものとする。 

３ 乙は、故意又は過失により甲の物をき損し、又は滅失したときは、代品を納め、若し

くは原状に復し、又はその損害を賠償しなければならない。 

４ 乙は、甲の物に修理の必要があると認めたときは、甲に対し、その旨の報告を行うも

のとする。この場合において、その修理の原因が乙の故意又は過失によるものであると

きは、甲の書面による承諾を得て、乙が自費で修理を行わなければならない。 

 （使用目的） 

第２条 乙は、学校給食の調理業務、食器洗浄業務及び配送業務を行うことを目的としてのみ

使用するものとし、それ以外の用途に使用してはならないものとする。 

 （期間） 

第３条 使用貸借の期間は、令和７年４月１日から令和１０年３月３１日までとする。 

 （譲渡及び転貸の禁止） 

第４条 乙は、貸借物件を第三者に使用させ、又はこの契約に基づく借主としての権利を第三

者に譲渡してはならない。 

 （契約の解除） 

第５条 甲は、次の各号いずれかに該当するときは、催告なしにこの契約を解除することがで

きる。 

（１）令和  年  月  日締結した業務委託契約を契約解除したとき。 

（２）乙がこの契約に違反したとき。 

（暴力団等排除に係る解除） 

第６条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することがで

きる。 

（１） 乙の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、

その他の団体にあっては法人の役員等と同等の責任を有する代表者及び理事等、



個人にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に次

に掲げる者がいると認められるとき。 

  ア 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同

じ。） 

  イ 暴力団関係者（暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団員（以

下「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的

不法行為等を行う者をいう。以下同じ。） 

（２）乙の経営又は運営に暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）が

実質的に関与していると認められるとき。 

（３）乙の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営

若しくは運営に実質的に関与している法人等（法人その他の団体又は個人をいう。以

下同じ。）を利用するなどしていると認められるとき。 

（４）乙の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しく

は運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

（５）乙の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を

有していると認められるとき。 

（６）乙の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りな

がら、これを利用するなどしていると認められるとき。 

（７）乙が、暴力団又は暴力団員等から、妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、警

察への被害届の提出を故意又は過失により怠ったと認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、これによって生じた甲の損害の

賠償を乙に請求することができる。 

３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、そ

の責めを負わないものとする 

（談合等不正行為に係る甲の解除） 

第７条 乙が次の各号のいずれかに該当したとき、甲は直ちにこの契約を解除することができ

る。ただし、その事由が甲の責めに帰すべきものによる場合は、この限りでない。 

（１）公正取引委員会が、この契約に関し、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び

公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）

第４９条に規定する排除措置命令（以下「排除措置命令」という。）を行い、当該措置命

令が確定したとき。 

（２）公正取引委員会が、この契約に関し、乙に違反行為があったとして独占禁止法第６２条

第１項の規定による課徴金の納付を命じ、当該課徴金納付命令（以下「納付命令」という。）

が確定したとき（確定した納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消され

た場合を含む。）。 



（３）公正取引委員会が、この契約に関し、排除措置命令又は納付命令（これらの命令が乙又

は乙が構成事業者である事業者団体（以下「契約者等」という。）に対して行われたとき

は、契約者等に対する命令で確定したものをいい、契約者等に対して行われていないとき

は、各名宛人に対する命令全てが確定したものをいう。次号において同じ。）を行った場

合において、乙に独占禁止法に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたと

き。 

（４）排除措置命令又は納付命令により、契約者等に独占禁止法に違反する行為があったとさ

れた期間及び当該違反行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が

当該期間（これらの命令に係る事件について、乙に対する納付命令が確定したときは、当

該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反行為の実行期間を除く。）に入札

等（見積書等の提出に基づく受注者選定を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取

引分野に該当するものであるとき。 

（５）乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）がこの契約に関し行った行為に

ついて刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法

第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

２ 乙は、前項各号のいずれかに該当するときは、甲がこの契約を解除するか否かを問わず、

賠償金として、契約金額の１０分の２に相当する額又は実際の損害額のうちいずれか多い額

を甲に対して支払わなければならない。この契約の履行が完了した後にその事由に該当した

場合も同様とする。 

３ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、その責

めを負わないものとする。 

 （補則） 

第７条 この契約に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、必要に応じて甲乙協議

して定める。 

 

この契約の締結を証するため、契約書２通を作成し、双方記名押印の上、各自 1通を保

有する。 

 

  令和  年  月  日 

 

甲 和歌山市七番丁２３番地 

和 歌 山 市 

和歌山市長  尾 花 正 啓 

 

乙  

 

 


